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日本共産党全国で演説会を開催、安倍政権の打倒を
　集団的自衛権、消費税大増税、原発再稼働、沖縄の米軍新基地建設のいずれの問題でも国民の５割、６割、７割の人が反対しており、現在の安倍政権「威勢が良いように見えますが実は大変もろい、砂上の楼閣のようなもの」です。一国の首相が一番心を寄せるべき相手である原爆の被害者と沖縄県民に対して「見解の相違」「過去の問題」と言ってはばからない安倍政権の姿勢はひどいものです。　　　　ｐ安倍政権の暴走は、（１）一つ一つの暴走がどれも国民多数の声に背いている（２）国民の批判に謙虚に耳を傾ける姿勢がない―という事です。　　　　　　　　ｐこう言った問答無用の強権政治には、付ける薬がありません。国民の皆さんの力で打倒に追い込むしかありません。皆さんの力で安倍政権を退陣に追い込み、平和・暮らし・民主主義を大切にする新しい政治に切り替えて行きましょう。　　　　　　　　ｐ安倍首相が改造内閣の目玉として入閣させた小渕経済産業大臣、関係する政治団体の政治資金をめぐる不明朗な支出が問題になりました。大臣の資格はなく、辞めて、国民に真相を明らかにすべきです。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

リニア新幹線問題　安全性・経済性何をとっても失格なのに
ｐ先週、太田国土交通大臣は、ＪＲ東海のリニア中央新幹線の東京・品川―名古屋間の工事計画の認可を強行しました。自然や生活を壊し、国民的合意もない浪費の巨大開発を、巨大都市圏形成を求める財界の要求に応えて推進するものです。ｐリニア計画については、路線の８６％が地下トンネルという前代未聞の工事によって発生する膨大な残土や、水枯れ・異常出水、大量の電力消費、電磁波の影響など、環境大臣も「環境破壊は枚挙にいとまがない」と指摘し、自治体や住民から認可すべきでないとの声が高まっていました。　　　　　　　　　　　　　ｐ２０２７年開業予定で２０４５年には大阪まで延伸する計画です。桑名市内は地下５０メートルの大深度を通過します。所々に換気抗が出来ます。　　　　　ｐ日本共産党は、「住民や関係自治体との合意はおろか、まともな説明もないまま工事を強行することは許されない」とし、「求められているのはリニア新幹線建設そのものの国民的議論である」として「不安を持つすべての自治体・住民と力をあわせて奮闘する」と表明しています。
「ルールある経済社会」と「自主・自立の平和外交」
世界の動きがわかる「しんぶん赤旗」をお読みください

日刊紙　月３４９７円　　日曜版　月８２３円
桑名市議団 星野公平のＨＰは　 http://hoshino.jcpweb.net/　　　　　

ご意見をお寄せください　ＦＡＸは２２－３０２８　（星野宅）　　
臨時国会「地方創生」破綻ずみの「国策」押付け
　安倍政権が国会に提出した「地方創生」関連２法案の衆院審議が続いています。臨時国会を「地方創生国会」と名づけ、「若者が将来に夢や希望を持てる地方の創生」などをうたいますが、国民の願う解決策はまったく見えず、“かけ声”ばかりが先行しています。そもそも地方の疲弊などをここまで深刻化させたのは一体誰なのか―。その反省もないままに、新たな「国策」を押付けることは、住民にも地域にも決して役立ちません。　　　　　　　　　　　

ｐ審議入りした２法案は、「まち・ひと・しごと創生」法案と地方再生法改定案です。「創生」法案は、▽人口減少の歯止め▽東京圏の人口集中の是正▽地域の住みよい環境の確保―などを目的にし、国が基本方向となる｢総合戦略｣を閣議決定し、都道府県と市町村にも同戦略をつくらせるものです。　　　　　　　　　　　

ｐ人口減少による地域衰退や「東京一極集中」のゆがみを打開することは、多くの国民が切実に求めているものです。しかし、安倍政権の「地方創生」は、その願いにこたえていません。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｐ安倍政権の政策の大もとは６月に決めた「改訂成長戦略」「骨太方針」です。そこでは「地域の経済構造」の「思い切った改革」を明記し、目標に「アベノミクスの効果を全国に波及させ地域経済の好循環をもたらす」ことを掲げています｡　ｐ｢アベノミクス」がめざす「世界で一番企業が活躍しやすい国」に向け地方をつくりかえ、大企業の「稼ぐ力」のために雇用や医療、農業など国民の生活と権利を守ってきた規制の緩和や撤廃を全国におしつけるのが狙いです。　　　　　　

ｐ大企業・財界のもうけを最優先にした歴代自民党政権による地域・国土政策が、どれだけ地方を衰退させ、東京圏など都市部に異常に人口を集中させてしまったのか。低賃金・不安定・長時間労働をもたらした雇用破壊や、農業・中小企業いじめの政策が、どれほど若者の未来への希望を奪い、少子化を加速させてしまったのか。これらになんの反省もなく、「地方創生」の新たな看板で、地域破壊を引き起こす政策を推し進めることは、逆行です。「アベノミクス」は都市にも地方にも「効果」をもたらしません。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｐ地域再生・活性化に今必要なのは「アベノミクス」をはじめとする安倍政権の悪政から暮らしと地域を守ることです。安定した雇用と社会保障こそが人口減少に対する最大の歯止めです。住民と自治体の創意あふれる活動を応援すべきです。
星野公平の最近の街宣から（桑名の部分）

桑名の皆さん、現在の暮らしぶりは如何でしょうか。
日本共産党桑名市議団が行った市政アンケートでは、将来の暮らしに「不安」と答えた方が９６％にものぼりました。「不安」の理由は、年金の減少、国保税・介護保険料が高い、水道料金や電気代の増加、健康や介護への不安があげられています。
そんな中で、安倍内閣が行っているのは、消費税増税や集団的自衛権行使の容認です。更に、消費税は来年１０月には１０％に引き上げ、原発は再稼働を行おうとしています。
１１月１６日に行われる桑名市議会議員選挙では国民の暮らし、不安を顧みない安倍内閣に「安倍内閣ノー」の声をこの桑名から突きつけようではありませんか。市民の思いをはっきり示す絶好のチャンスです。
市民の暮らしが厳しい、こんなときこそ、いっそう暮らしの願いにこたえる市政が求められています。
日本共産党の２議席は、皆さんの願いにこたえて提案、行動をしてきました。市民の皆さんと力を合わせて、地域経済を活性化させる住宅リフォーム助成制
度の実施、保育園の建て替え、中学校のエアコン設置、学校トイレの「洋式」化、学校校舎の耐震化など実現してきました。
日本共産党は、①県内で一番高い国保税の引き下げ、介護保険料・水道料金の負担軽減を皆さんと共に実現して参ります。
　多くの自治体では、こどもの医療費は、中学校卒業まで、窓口無料で行ってい
ます。桑名でも、②こどもの医療費は子どもが１人でも中学校卒業まで、窓口で
無料にするために頑張ります。
小学生だって、暑い教室では勉強どころか健康も守れません。③小学校の普通
教室にもエアコンを設置させましょう。
桑名市の県内第３位の「財政力」を活用すれば可能です。
市は「財政が大変」と言っていますが、財政力は三重県のなかで第３位です。財政の指標も黒字で全てが健全の評価です。無いのはお金ではなく、市民のくらしを守ろうとする気持ちです（福祉の心が無いのです）。
これからも、皆さんと力を合わせて、税金の使い方を暮らし・子育て優先に切り替えさせ、市民の願い実現に全力をあげます。
新病院の建設問題どうなっているのか。日本共産党のアンケートでは、「早く建
設して欲しい」は２７％にとどまりました。「急がず、きちんと市民の要望に沿って進めて欲しい」というのが多くの市民の皆さんの思いではないでしょうか。日本共産党は、営利優先ではなく、「すぐに診てもらえる」「安心してお産ができる」「子どもの救急医療を」の声にこたえた新病院建設に全力をつくして参ります。
桑名市議会議員の改選選挙は、１１月１６日が投票日です。今回から定数が４名削減され、２６名の定員で行われます。日本共産党は現職２人に絞っての必勝の選挙を予定しています。
私は、１２年前から、「安心できる教育・安心できる医療・安心できる老後を」訴え続け、議員として活動させて頂きました。今度は特に桑名の「緑とくらしを守り、福祉と教育の充実をめざします」と訴えて行きたいと考えています。
大きなご支援を日本共産党にお願いします。
子どもの医療費窓口無料化　石川県が検討
現在子どもの窓口無料化をしていない道・県は１０カ所だけです。そのうち、石川県は検討する事を明らかにしました。輪島市が９月に独自で実施しようとしているのが大きいようです。桑名市も意欲を示せば三重県もついてきます。
健康で文化的な最低限度の生活（１）生活保護現場で好評
生活保護に向き合う新米ケースワーカーたちの奮闘劇、開幕！！
生活保護を正面からとらえた柏木ハルコの漫画が話題を呼んでいます。桑名のＨ書店(安永字九区割)の店頭で大量陳列販売中。小学館刊本体価格５５２円＋税

新卒公務員の義経えみるが配属されたのは福祉事務所。えみるはここでケースワーカーという生活保護に関わる仕事に就くことになったのだが、そこで生活に困窮した人々の暮らしを目の当たりにして――
新聞メディアはもちろん、現職のケースワーカー、医療、福祉関係者の方も注目する本格派ドラマ！　

目次

第１話　生活保護のお仕事　　　　　　　第２話　福祉事務所へようこそ
第３話　いろいろな人いろいろな人生　　第４話　働かなきゃダメ？
第５話　働いてもらいます！？　　　　　第６話　かくしごと
第７話　ダブルワーク　　　　　　　　第２集は来年１月発売予定です。
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日本共産党桑名市議団は、くらし・福祉・教育・子育ての充実のために、特に「国民健康保険税の引下げ」「子どもの医療費窓口無料化」「小学校の普通教室にエアコンの設置」を市に継続的に求めています。
Ｎｏ．２２１　　　　２０１４年　１０月２３日


発行　　　　日本共産党桑名市議員団 　☎２４－１３１０


発行場所　桑名市中央町２－３７　桑名市役所議員控室
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日本共産党桑名市議団　星野公平ニュース
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